
　

(４)子育て短期支援事業（こどもショートステイ）

①ニーズ量補正の必要性 単位：人・日/年 【当初ニーズ量算定の詳細】

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

510 510 510 510 510
対象人口・人
０～５歳（ａ）

潜在家庭類型
（割合）（ｂ）

利用意向率
（ｃ）

ニーズ量・人
（ａ）×（ｂ）×（ｃ）

28,173 タイプＡ ひとり親 2.4% 0.225 155

タイプＢ フルタイム×フルタイム 37.8% 0.000 0

タイプＣ 5.8% 0.000 0

平均利用実績 510 510 510 510 510 タイプＣ’ 4.4% 0.000 0

当初ニーズ量（Ａ） 510 510 510 510 510 タイプＤ 専業主婦（夫） 49.3% 0.000 0

補正の方法 タイプＥ パート×パート 0.1% 0.000 0

平均利用実績 610 662 タイプＥ’ パート×パート 0.0% 0.000 0

補正ニーズ量(B) 610 662 タイプＦ 無職×無職 　 0.1% 0.000 0

100 152 計 155

19.6% 29.8% 　＊28年度以降は対象人口により再計算して、ニーズ量を算出した。。 （ｄ）

有 当初ニーズ量算定（確定版）

＊利用実績

22年度 23年度 24年度 25年度 平均

延べ利用日数 495 514 384 651 511 ニーズ量（Ａ）

延べ利用人数 113 104 83 143

【対象数値の補正によるニーズ量】

＊当初と同様に平均利用実績から算出する。

平均利用実績

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

延べ利用日数 514 384 651 892 721 751

平均 610 662

資料の見方

＊意向調査の結果により算出したニーズ量（ｄ）（155人）と下表の事業実績値に乖離があるため、過去の実績
を踏まえ、平成22年度から25年度の利用実績の平均値（510人）を見込み量とし、意向調査によるニーズ量を
上回る見込み量とした。

　（下限時間未満＋下限
時間～120時間の一部）

当初と同様に平均
利用実績から算出する。

ニーズ量の増減(B)-（Ａ）

ニーズ量補正
の必要性

補正有無の理由

補正ニーズ量(B)

＊意向調査の結果により算出（対象人口×潜在家庭類型割合×利用意向率））した、27年度のニーズ量。

当初ニーズ量と補正ニーズ量に１０％以上の乖離がある
ので、上方補正する。

　（いずれかが下限時間未満＋
下限時間～120時間の一部）

　(双方月120時間以上＋下
限時間～120時間の一部）

家庭類型

　(月120時間以上＋下限
時間～120時間の一部）

フルタイム×パートタイム

増減率(B)/（Ａ）

補正の有無

補
正

フルタイム×パートタイム当
初

当初ニーズ量

ニーズ量（Ａ）

算定の考え方

意向調査の結果により算出したニーズ量（155人）と事業実
績値に乖離があるため、直近４年間の実績を踏まえ、平成
22年度から25年度の利用実績の平均値（510人）を見込み
量とし、意向調査によるニーズ量を上回る見込み量とし
た。

資料は大きく左右に分かれて記載しており、左側は当初のニーズ量と今回の中間見直しによるニーズ量補正
の必要性の有無について記載しています。右側は上段に当初のニーズ量を算定した時の計算方法の詳細を記載
しています。当初のニーズ量は基本的には国が示した作成の手引きに沿って、区民意識調査の結果に基づき作
成していますが、「資料３ ニーズ量の算定方法」に記載した通り、意向調査結果に基づく値と実績値とに大きな乖
離があり、実績を踏まえて数値を算出した事業などは、ニーズ量修正の考え方を「当初ニーズ量算定（確定版）」に
記載しています。

今回のニーズ量補正の考え方は、当初ニーズ量を算定した際のやり方と同様の方法で、現時点で確定している
保育施設の入所希望者数や人口などの変数を置き換えて計算し直したニーズ量と、当初のニーズ量を比較して
補正の必要性の有無を判断します。対象となる数値を置き換えてニーズ量を計算し直した部分が右下の「対象数
値の補正によるニーズ量」の欄となります。

各事業の2ページ目以降については、「②事業ごとの状況について」として、各事業のニーズ量、ニーズ量に対
応するための供給計画量と各年度の供給実績、比較増減の表を記載しております。この表は6月に開催した第1回
こども・子育て会議の際の資料と同様です。供給計画量はニーズ量に対応するように設定しています。ニーズ量と
供給量・実績量の関係が分かるものになっております。

また、事業ごとに現状が分かるような資料を付けております。事業の内容に合わせて、地域ごとの状況、児童年
齢ごとの状況等の詳細となっております。今後のニーズ量の見込み、供給計画の作成を検討する際の参考になれ
ばと思います。

比較してニー
ズ量を決定

当初の算定方法と同様の方法でニーズ量を再計算

平成25年度に行った区民意向調査の結果の詳
細と、当初のニーズ量計算方法

国の手引きに基づき、基本的には増減率が10％以上になればニーズ量
の補正をしますが、個々の事業により個別に判断しているものもありま
す。

資料４
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②事業ごとの状況について

イ）ニーズ量、計画量、実績量、計画と実績の差 （年間利用日数）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

ニーズ量 510 510 510 510 510

計　画　① 1,095 1,095 1,095 1,095 1,095

実　績　② 721 751

増減　②－① ▲ 374 ▲ 344

ロ）こどもショートステイ利用状況

子育て短期支援事業

一般 生保 非課税 関係 通院 看護 事故 冠婚 養育

世帯 世帯 世帯 機関 自宅療養 介護 災害 葬祭 困難

366 49 0 21 0 70 5 19 5 41 70 10 6 12 5 6 21 23 0 0 20 1 104 0 35 5 3 2 2 3 1 22 31 104 51 0.3 514 5

構成比 70.0% 0.0% 30.0% 0.0% 7.1% 27.1% 7.1% 58.6% 9.6% 5.8% 11.5% 4.8% 5.8% 20.2% 22.1% 0.0% 0.0% 19.2% 1.0% 0.0% 33.7% 4.8% 2.9% 1.9% 1.9% 2.9% 1.0% 21.2% 29.8%

増減 2 0 1 0 3 1 △ 7 1 8 3 0 △ 5 9 △ 4 0 △ 17 21 △ 2 △ 29 18 0 △ 9 △ 1 △ 17 4 1 2 1 1 △ 1 △ 1 2 △ 9 14 19

365 55 1 11 0 67 8 12 3 44 67 16 6 11 5 13 10 9 6 0 3 4 83 4 6 15 0 0 0 2 0 17 39 83 38 0.2 384 5

構成比 82.1% 1.5% 16.4% 0.0% 11.9% 17.9% 4.5% 65.7% 19.3% 7.2% 13.3% 6.0% 15.7% 12.0% 10.8% 7.2% 0.0% 3.6% 4.8% 4.8% 7.2% 18.1% 0.0% 0.0% 0.0% 2.4% 0.0% 20.5% 47.0%

増減 6 1 △ 10 0 △ 3 3 △ 7 △ 2 3 △ 3 6 0 △ 1 0 7 △ 11 △ 14 6 0 △ 17 3 △ 21 4 △ 29 10 △ 3 △ 2 △ 2 △ 1 △ 1 △ 5 8 △ 21 △ 13 △ 130

365 66 1 35 0 102 7 2 0 93 102 34 32 27 10 4 16 10 7 2 1 0 143 3 2 2 4 0 0 2 1 40 89 143 51 0.4 651 5

構成比 64.7% 1.0% 34.3% 0.0% 6.9% 2.0% 0.0% 91.2% 23.8% 22.4% 18.9% 7.0% 2.8% 11.2% 7.0% 4.9% 1.4% 0.7% 0.0% 2.1% 1.4% 1.4% 2.8% 0.0% 0.0% 1.4% 0.7% 28.0% 62.2%

増減 11 0 24 0 35 △ 1 △ 10 △ 3 49 35 18 26 16 5 △ 9 6 1 1 2 △ 2 △ 4 60 △ 1 △ 4 △ 13 4 0 0 0 1 23 50 60 13 267 0

365 82 0 45 29 156 15 14 0 127 156 18 36 45 39 14 35 17 30 18 7 0 259 2 5 2 7 0 0 7 15 104 117 259 61 0.7 892 3

構成比 52.6% 0.0% 28.8% 18.6% 9.6% 9.0% 0.0% 81.4% 6.9% 13.9% 17.4% 15.1% 5.4% 13.5% 6.6% 11.6% 6.9% 2.7% 0.0% 0.8% 1.9% 0.8% 2.7% 0.0% 0.0% 2.7% 5.8% 40.2% 45.2%

増減 16 △ 1 10 29 54 8 12 0 34 54 △ 16 4 18 29 10 19 7 23 16 6 0 116 △ 1 3 0 3 0 0 5 14 64 28 116 10 241 △ 2

366 53 0 51 19 123 27 13 1 82 123 14 12 20 44 29 27 22 32 16 8 2 226 7 9 0 0 0 1 0 11 61 137 226 59 0.6 721 3

構成比 43.1% 0.0% 41.5% 15.4% 22.0% 10.6% 0.8% 66.7% 6.2% 5.3% 8.8% 19.5% 12.8% 11.9% 9.7% 14.2% 7.1% 3.5% 0.9% 3.1% 4.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 4.9% 27.0% 60.6%

増減 △ 29 0 6 △ 10 △ 33 12 △ 1 1 △ 45 △ 33 △ 4 △ 24 △ 25 5 15 △ 8 5 2 △ 2 1 2 △ 33 5 4 △ 2 △ 7 0 1 △ 7 △ 4 △ 43 20 △ 33 △ 2 △ 171 0

365 79 3 42 24 148 22 7 1.5 117.5 148 37 15 7 19 35 28 25 17 32 16 4 235 3 9 2 0 0 0 1 0 87 133 235 61 0.6 751 3

構成比 53.4% 2.0% 28.4% 16.2% 14.9% 4.7% 1.0% 79.4% 15.7% 6.4% 3.0% 8.1% 14.9% 11.9% 10.6% 7.2% 13.6% 6.8% 1.7% 1.3% 3.8% 0.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 37.0% 56.6%

増減 26 3 △ 9 5 25 △ 5 △ 6 1 36 25 23 3 △ 13 △ 25 6 1 3 △ 15 16 8 2 9 △ 4 0 2 0 0 △ 1 1 △ 11 26 △ 4 9 2 30 0

年度

合計その他父子母子 ４歳３歳合計二人親

1人
平均
利用
日数

実
利
用
児
童
数

年間
利用
日数

一
日
平
均
利
用
者
数

１０歳８歳７歳６歳

利用世帯状況（延べ）

世帯状況別保護者の状況別 年齢別

１１歳９歳

利用児童状況（延べ）

５歳

23

24

合計虐待就労出張２歳

28

25

入院出産合計１２歳

27

26

開
所
日
数

利用要件別

6月の第1回こども・子育て会議でもお示しした資料です。

当初のニーズ量と、ニーズに応えるための供給計画量、

28年度までの供給実績量を記載しています。

事業の内容が分かるような資料をそ
れぞれ記載しています。
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